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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 4,410,169,046

医業未収金 1,028,956,063

貸倒引当金  4,106,536 1,024,849,527

未収金 53,636,601

医薬品 53,053,352

診療材料 29,283,312

給食用材料 2,086,911

貯蔵品 9,759,348

前渡金 59,320,959

前払費用 130,179

未収収益 168,141

未収消費税等 81,033,566

その他流動資産 9,510,851

流動資産合計 5,733,001,793

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 12,549,985,313

減価償却累計額  456,638,492 12,093,346,821

構築物 12,133,992

減価償却累計額  614,663 11,519,329

医療用器械備品 2,108,540,022

減価償却累計額  330,978,142 1,777,561,880

その他器械備品 3,699,235,251

減価償却累計額  501,969,959 3,197,265,292

車両 1,316,603

減価償却累計額  926,366 390,237

土地 18,705,172,859

建設仮勘定 2,311,946,491

有形固定資産合計 38,097,202,909

２　無形固定資産

ソフトウェア 319,745,840

電話加入権 68,000

その他無形固定資産 1

無形固定資産合計 319,813,841

３　投資その他の資産

破産更生債権等 32,548,214

貸倒引当金  32,548,214 0

その他投資資産 2,000,000

投資その他の資産合計 2,000,000

固定資産合計 38,419,016,750

資産合計 44,152,018,543

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成２３年３月３１日）
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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 226,761,491

預り補助金等 166,806,010

預り寄附金 4,418,135

一年以内返済長期借入金 51,979,000

買掛金 208,380,218

未払金 1,708,842,324

一年以内支払リース債務 124,252,296

預り金 268,021,008

未払費用 1,539,103

引当金

賞与引当金 344,121,873

環境対策引当金 11,664,100 355,785,973

流動負債合計 3,116,785,558

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 63,212,900

資産見返寄附金 58,252,632 121,465,532

長期借入金 3,026,652,177

リース債務 392,923,441

固定負債合計 3,541,041,150

負債合計 6,657,826,708

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 37,329,962,123

資本金合計 37,329,962,123

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 854,764,244

損益外減価償却累計額（△）  629,009,010

資本剰余金合計 225,755,234

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失  61,525,522

（うち当期総損失） （  61,525,522 ）

繰越欠損金合計  61,525,522

純資産合計 37,494,191,835

負債純資産合計 44,152,018,543
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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 5,768,411,895

材料費 1,339,826,670

委託費 611,667,663

設備関係費 1,000,423,226

経費 2,202,154,937

その他 628,566 10,923,112,957

一般管理費

給与費 591,867,529

経費 168,933,239

設備関係費 1,704,780 762,505,548

財務費用 44,225,431

その他経常費用 936,958

経常費用合計 11,730,780,894

経常収益

運営費交付金収益 4,302,866,169

補助金等収益 73,662,128

業務収益

医業収益 6,011,948,741

研修収益 16,696,100

研究収益 1,114,091,140 7,142,735,981

寄附金収益 45,726,361

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 2,493,440

資産見返寄附金戻入 11,806,214 14,299,654

財務収益 1,413,698

その他経常収益 123,953,038

経常収益合計 11,704,657,029

経常損失  26,123,865

臨時損失

固定資産除却損 25,511,202

消耗品費 323,582,092

その他臨時損失 12,691,393 361,784,687

臨時利益

物品受贈益 323,582,092

その他臨時利益 2,800,938 326,383,030

当期純損失  61,525,522

当期総損失  61,525,522

損　益　計　算　書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出  5,739,040,402

材料の購入による支出  1,095,098,752

その他の業務支出  2,737,596,520

運営費交付金収入 4,595,334,000

補助金等収入 240,468,138

寄附金収入 5,188,000

医業収入 4,982,992,678

研修収入 16,587,596

研究収入 1,064,224,498

その他の収入 303,401,688

小計 1,636,460,924

利息の受取額 1,413,698

利息の支払額  42,685,719

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,595,188,903

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出  10,000,500,000

定期預金の戻入による収入 10,000,000,000

有形固定資産の取得による支出  7,383,267,968

無形固定資産の取得による支出  94,540,597

投資活動によるキャッシュ・フロー  7,478,308,565

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出  52,913,000

リース債務償還による支出  66,095,604

金銭出資の受入による収入 9,871,598,705

承継負債の支払による支出  336,490,782

承継資産の回収による収入 876,689,389

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,292,788,708

Ⅳ　資金増加額 4,409,669,046

Ⅴ　資金期首残高 0

Ⅵ　資金期末残高 4,409,669,046

キャッシュ・フロー計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失  61,525,522

当期総損失  61,525,522

Ⅱ　次期繰越欠損金  61,525,522  61,525,522

損失の処理に関する書類
（平成２３年９月９日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【独立行政法人 国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 10,923,112,957

一般管理費 762,505,548

財務費用 44,225,431

その他経常費用 936,958

臨時損失 361,784,687 12,092,565,581

（２）（控除）自己収入等

医業収益  6,011,948,741

研修収益  16,696,100

研究収益  786,144,574

寄附金収益  45,726,361

資産見返寄附金戻入  11,806,214

財務収益  1,413,698

その他経常収益  123,953,038

臨時利益  2,800,938  7,000,489,664

業務費用合計 5,092,075,917

Ⅱ　損益外減価償却相当額 630,544,938

行政サービス実施コスト計算書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 9,646,306

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 39,742,064

Ⅴ　機会費用

407,963,357 407,963,357

Ⅵ　行政サービス実施コスト 6,179,972,582

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用

6



注 記 事 項

Ⅰ．重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準

業務達成基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２ ～ ３９年

構築物 ９ ～ ６０年

医療用器械備品 ４ ～ １０年

その他器械備品 ４ ～ ２０年

車両 ５年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減

価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）に基づいており

ます。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

当金は計上しておりません。

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基

準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

４．貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

５．賞与引当金の計上基準

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当該事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

６．環境対策引当金の計上基準

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を

計上しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価方法

（１）医薬品

最終仕入原価法に基づく低価法
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（２）診療材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（３）給食用材料

最終仕入原価法に基づく低価法

（４）貯蔵品

最終仕入原価法に基づく低価法

８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率については

１０年利付国債の平成２３年３月末利回りを参考に１．２５５％で計算しております。

９．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

１０．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

１１．金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金及び公債に限定し、また、資金調達については財政融資資金

からの借入によっております。

また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図

っております。

なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って資金調

達を行っております。

１２．金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表
区 分 時 価② 差 額（②-①）

計 上 額①

（1）現金及び預金 4,410,169,046 4,410,169,046 ―

（2）医業未収金 1,028,956,063 1,028,956,063 ―

（3）長期借入金 （3,078,631,177） （2,946,053,246） 132,577,931

（4）買掛金 （208,380,218） （208,380,218） ―

（5）未払金 （1,708,842,324） （1,708,842,324） ―

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しております。

（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項

（1）現金及び預金，（2）医業未収金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
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（4）買掛金，（5）未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

Ⅱ．固定資産の減損に関する注記事項

①減損を認識した固定資産

（単位：円）

用途 診療施設 管理棟 倉庫

種類 建物 建物 建物

場所 小平市小川東町４ 小平市小川東町４ 小平市小川東町４－

－１－１ －１－１ １－１

帳簿価額 5,843,546 3,850,519 583,435

減損の認識に至った経緯 ※１ ※１ ※１

減損額のうち損益計算書

－ － －に計上した金額

減損額のうち損益計算書

5,843,542 3,850,507 583,428に計上していない金額

回収可能サービス価額 使用価値相当額 使用価値相当額 使用価値相当額

使用価値相当額 ※２ ※２ ※２

を採用した理由

算定方法の概要 ※３ ※３ ※３

注）

１．減損の認識に至った経緯については以下のとおりです。

※１ 使用をしないという決定を行っております。

２．使用価値相当額を採用した理由については以下のとおりです。

※２ 取り壊しによるものであり、売却を想定していないため、使用価値相当額としております。

３．算定方法の概要については以下のとおりです。

※３ 取り壊しを想定しているため、備忘価額を使用価値相当額としております。

４．帳簿価額は、減損の認識を行った時点の金額を記載しております。

②減損の兆候が認められた固定資産

（単位：円）

用途 診療施設

種類 建物

場所 小平市小川東町４

－１－１

帳簿価額 103,512,307

認められた減損の ※１

兆候の概要

減損処理をしない ※２

根拠

注）

１．認められた減損の兆候の概要については以下のとおりです。

※１ 稼働率の低下が認められるが、利用計画を策定済みです。

２．減損処理をしない根拠については以下のとおりです。

※２ 利用計画等により将来の使用の見込みが客観的に存在しております。
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③翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産

（単位：円）

用途 実験施設

種類 建物

場所 小平市小川東町４

－１－１

使用しなくなる日 Ｈ２４．２

使用しないという決定 ※２

を行った経緯・理由

使用しなくなる日の 114,371,923

帳簿価額

使用しなくなる日の －

回収可能サービス価額

減損額の見込額 －

注）

１．使用しなくなる日については以下のとおりです。

※１ 翌事業年度以降、新規施設移転後、解体することを決定しております。

２．使用しないという決定を行った経緯・理由は以下のとおりです。

※２ 翌事業年度以降の解体が決定しております。

Ⅲ．貸借対照表

１．運営費交付金から充当されるべき退職給付一時金に係る退職給付の見積額 3,691,395,690円

２．高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律（平成20年法律第93号）附則第8条

第7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 3,078,631,177円

Ⅳ．損益計算書

１．国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳

① 医業収益 6,594,106円

② 研究収益 13,424,200円

合 計 20,018,306円

２．財務収益の内訳

受取利息 1,413,698円

合 計 1,413,698円

３．その他臨時損失の主な内訳

ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄に伴う引当金繰入 11,664,100円

４．その他臨時利益の主な内訳

① 賠償責任保険の保険金給付 343,643円

② インフルエンザワクチン返品に伴う返金 493,390円
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Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書

１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,410,169,046円

現金及び預金勘定のうち定期預金 △500,000円

資金期末残高 4,409,669,046円

２．重要な非資金取引

① ファイナンス・リースによる資産の取得 583,271,341円

② 政府出資の受入による資産の取得 30,916,098,815円

③ 無償譲与による資産等の取得 323,582,092円

④ 現物寄附による資産等の取得 115,015,192円

３．承継資産の回収による収入

承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、未収金、破産更生債権等に係る収入で

あります。

４．承継負債の支払による支出

承継負債の支払による支出は、国から承継した未払消費税等、未払費用及び賞与引当金に係る支

出であります。

Ⅵ．行政サービス実施コスト計算書

国（又は地方公共団体）からの出向職員に係る引当外退職給付増加見積額 2,669,826円

Ⅶ．重要な債務負担行為

（単位：円）

契約内容 契約金額 翌年度以降の支払金額

小型実験動物棟新築整備工事及

び研究所本館老朽配管更新整備 1,539,300,000 1,373,348,000

工事

医療診断用サイクロトロン装置 409,500,000 409,500,000

Ⅷ．重要な後発事象

該当事項はありません。
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（
単
位
：
円
）

期
首

当
期

当
期

期
末

差
引
当
期

残
高

増
加
額

減
少
額

残
高

当
期
償
却
額

当
期
減
損
額

末
残
高

建
物

46
2,
97

9,
12

3
7,
21

4,
84

5,
51

0
19

,3
79

,2
07

7,
65

8,
44

5,
42

6
24

9,
43

4,
02

7
25

4,
19

6,
58

9
0

0
7,
40

9,
01

1,
39

9

構
築
物

4,
60

8,
80

1
2,
48

9,
97

0
2

7,
09

8,
76

9
50

4,
99

5
50

4,
99

5
0

0
6,
59

3,
77

4

医
療
用
器
械
備
品

60
6,
96

2,
89

0
1,
39

9,
63

7,
08

5
0

2,
00

6,
59

9,
97

5
31

2,
18

8,
15

4
31

2,
18

8,
15

4
0

0
1,
69

4,
41

1,
82

1

そ
の
他
器
械
備
品

55
0,
63

0,
50

2
83

3,
84

6,
41

6
0

1,
38

4,
47

6,
91

8
11

0,
32

6,
93

6
11

0,
32

6,
93

6
0

0
1,
27

4,
14

9,
98

2

車
両

1,
31

6,
60

3
0

0
1,
31

6,
60

3
92

6,
36

6
92

6,
36

6
0

0
39

0,
23

7

計
1,
62

6,
49

7,
91

9
9,
45

0,
81

8,
98

1
19

,3
79

,2
09

11
,0
57

,9
37

,6
91

67
3,
38

0,
47

8
67

8,
14

3,
04

0
0

0
10

,3
84

,5
57

,2
13

建
物

3,
65

6,
92

6,
01

6
1,
24

2,
05

7,
23

1
7,
44

3,
36

0
4,
89

1,
53

9,
88

7
20

7,
20

4,
46

5
20

8,
28

9,
95

5
0

0
4,
68

4,
33

5,
42

2

構
築
物

0
5,
03

5,
22

3
0

5,
03

5,
22

3
10

9,
66

8
10

9,
66

8
0

0
4,
92

5,
55

5

医
療
用
器
械
備
品

10
1,
94

0,
04

7
0

0
10

1,
94

0,
04

7
18

,7
89

,9
88
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,7
89

,9
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0
0

83
,1
50
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そ
の
他
器
械
備
品

1,
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5,
65
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1
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2,
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4,
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6
3,
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8,
87

4
2,
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3
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1,
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3,
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3
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2,
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3,
46

1
0

0
1,
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3,
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5,
31

0
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5,
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4,
51

8,
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4
2,
13

9,
93

6,
90

0
11

,1
82

,2
34

7,
31

3,
27

3,
49

0
61

7,
74

7,
14

4
61

9,
28

3,
07

2
0

0
6,
69

5,
52

6,
34

6

土
地

18
,7
05

,1
72

,8
59

0
0

18
,7
05

,1
72

,8
59

－
－

0
0

18
,7
05

,1
72

,8
59

建
設
仮
勘
定

5,
30

5,
70

4,
35

0
4,
92

0,
37

0,
00

0
7,
91

4,
12

7,
85

9
2,
31

1,
94

6,
49

1
－

－
－

－
2,
31

1,
94

6,
49

1

計
24

,0
10

,8
77

,2
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4,
92

0,
37

0,
00

0
7,
91

4,
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7,
85

9
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,0
17

,1
19

,3
50

0
0

0
0

21
,0
17

,1
19

,3
50

建
物

4,
11

9,
90

5,
13

9
8,
45

6,
90

2,
74

1
26

,8
22

,5
67

12
,5
49

,9
85

,3
13

45
6,
63

8,
49

2
46

2,
48

6,
54

4
0

0
12

,0
93

,3
46

,8
21
注
(
1
)

構
築
物

4,
60

8,
80

1
7,
52

5,
19

3
2

12
,1
33

,9
92

61
4,
66

3
61

4,
66

3
0

0
11

,5
19

,3
29

医
療
用
器
械
備
品

70
8,
90

2,
93

7
1,
39

9,
63

7,
08

5
0

2,
10

8,
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0,
02

2
33

0,
97

8,
14

2
33

0,
97

8,
14

2
0

0
1,
77

7,
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1,
88

0
注
(
2
)

そ
の
他
器
械
備
品

1,
97

6,
28

3,
26

3
1,
72

6,
69

0,
86

2
3,
73

8,
87

4
3,
69

9,
23

5,
25

1
50

1,
96

9,
95

9
50

2,
42

0,
39

7
0

0
3,
19

7,
26

5,
29

2
注
(
3
)

車
両

1,
31

6,
60

3
0

0
1,
31

6,
60

3
92

6,
36

6
92

6,
36

6
0

0
39

0,
23

7

土
地
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,7
05

,1
72

,8
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0
0

18
,7
05

,1
72
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－
－

0
0
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,7
05
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72
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建
設
仮
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定
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0
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－

－
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6,
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1

計
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,8
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52
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2
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0
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ソ
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ア
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3
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損
益
外
）
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,3
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,8
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0
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電
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加
入
権
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00

0
0
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00

－
－

0
0

68
,0
00

そ
の
他
無
形
固
定
資
産

1
0

0
1

－
－

0
0

1

計
36

,1
04

,8
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35
3,
30

3,
43

7
0

38
9,
40

8,
27

8
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,5
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,4
37

69
,5
94

,4
37

0
0

31
9,
81

3,
84

1

破
産
更
生
債
権
等

39
,7
88

,1
27

3,
76

4,
48

4
11

,0
04

,3
97

32
,5
48

,2
14

－
－

－
－

32
,5
48

,2
14

貸
倒
引
当
金

 3
9,
78

8,
12

7
 3
,7
64

,4
84

 1
1,
00

4,
39

7
 3
2,
54

8,
21

4
－

－
－

－
 3
2,
54

8,
21

4

そ
の
他
投
資
資
産

0
2,
00

0,
00

0
0

2,
00

0,
00

0
－

－
－

－
2,
00

0,
00

0

計
0

2,
00

0,
00

0
0

2,
00

0,
00

0
－

－
0

0
2,
00

0,
00

0

（
注
）
当
期
増
加
額
に
つ
い
て

　
（
１
）
建
物
の
増
加
は
政
府
出
資
等
に
よ
り
取
得
し
た
施
設
（
8
,4
5
6
,9
0
3
千
円
）

　
　
主
な
内
訳
　
・
病
棟
等
新
築
整
備
 7
,3
1
7
,3
6
3
千
円
　
　
　
・
医
療
観
察
法
病
棟
新
築
整
備
 1
,1
2
2
,3
4
9
千
円

　
（
２
）
医
療
用
器
械
備
品
の
増
加
は
医
療
機
器
（
1
,3
9
9
,6
3
7
千
円
）

　
　
主
な
内
訳
　
・
磁
気
共
鳴
断
層
画
像
診
断
装
置
（
頭
部
及
び
腹
部
）
 6
2
8
,8
2
4
千
円
　
・
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
断
層
撮
影
装
置
 3
1
4
,9
2
6
千
円
　
・
血
管
撮
影
装
置
 1
5
4
,9
8
0
千
円

　
（
３
）
そ
の
他
器
械
備
品
の
増
加
は
研
究
機
器
等
（
1
,7
2
6
,6
9
1
千
円
）

　
　
主
な
内
訳
　
・
小
型
動
物
用
マ
ル
チ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
 3
0
6
,6
0
0
千
円
　
・
磁
気
共
鳴
断
層
画
像
診
断
装
置
 3
1
1
,5
1
4
千
円
　
・
セ
ン
タ
ー
情
報
ハ
ー
ド
ウ
ェ
ア
 2
6
3
,5
5
0
千
円

投
資
そ
の
他
の
資
産

１
．
固
定
資
産
の
取
得
及
び
処
分
並
び
に
減
価
償
却
費
（
「
第
8
7
　
特
定
の
償
却
資
産
の
減
価
に
係
る
会
計
処
理
」
及
び
「
第
9
1
　
資
産
除
去
債
務
に
係
る
特
定
の
除
去
費
用
等
の
会
計
処
理
」
に
よ
る
損
益
外
減

価
償
却
相
当
額
も
含
む
。
）
の
明
細
並
び
に
減
損
損
失
累
計
額

減
損
損
失
累
計
額

摘
要

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
内
）資
産
の
種
類

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
外
）

非
償
却
資
産

有
形
固
定
資
産
合
計

減
価
償
却
累
計
額

無
形
固
定
資
産
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２
．
た
な
卸
資
産
の
明
細

（
単
位
：
円
）

53
,0
53
,3
52

29
,2
83
,3
12

2,
08
6,
91
1

9,
75
9,
34
8

94
,1
82
,9
23

（
注
）
当
期
減
少
額
の
そ
の
他
は
、
消
費
期
限
切
れ
及
び
破
損
に
よ
る
も
の
で
す
。

３
．
長
期
借
入
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

平
均
利
率
（
％
）

返
済
期
限

摘
　
　
要

1.
42

平
成
2
3
年
9
月
2
9
日
～

平
成
4
7
年
3
月
2
0
日

４
．
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

34
4,
12

1,
87

3
環
境
対
策
引
当
金

11
,6
64
,1
00

35
5,
78

5,
97

3

賞
与
引
当
金

区
　
　
　
分

期
末
残
高

摘
　
　
要

区
　
　
　
分

財
政
融
資
資
金

種
類

計

医
薬
品

診
療
材
料

給
食
用
材
料

貯
蔵
品

期
末
残
高

摘
　
　
要

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

3,
13
1,
54
4,
17
7

0
52
,9
13
,0
00

3,
07
8,
63
1,
17
7

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

0
32

9,
05

4,
67

7

目
的
使
用

そ
の
他

32
9,
05

4,
67

7

計

34
4,
12

1,
87

3
11
,6
64
,1
00

35
5,
78

5,
97

3

1,
73
0,
62
9

56
,2
30

払
出
・
振
替

75
0,
76

0,
43

6
22

1,
37

4,
28

1
90
,6
16
,7
45

79
8,
76

4,
97

1
1,
86
1,
51
6,
43
3

72
3,
34

4,
19

0
21

4,
21

1,
83

8
90
,8
43
,0
93

79
5,
24

7,
55

2
1,
82
3,
64
6,
67
3

期
首
残
高

当
期
増
加
額

27
,3
67
,7
35

22
,1
77
,0
99

2,
31
3,
25
9

6,
24
1,
92
9

58
,1
00
,0
22

当
期
購
入
・

製
造
・
振
替

32
9,
05

4,
67

7 0
32

9,
05

4,
67

7

0 00 0
1,
78
6,
85
9 0

当
期
減
少
額

そ
の
他

５
．
貸
付
金
等
に
対
す
る
貸
倒
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

当
期
増
減
額

期
末
残
高

4,
10
6,
53
6

4,
10
6,
53
6

4,
10
6,
53
6

4,
10
6,
53
6
注
１
、
注
３

0
0

0
0

 7
,2
39
,9
13

32
,5
48
,2
14

 7
,2
39
,9
13

32
,5
48
,2
14
注
２

 3
,1
33
,3
77

36
,6
54
,7
50

（
注
）
１
．
一
般
債
権
に
つ
い
て
は
、
貸
倒
実
績
率
に
よ
り
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

２
．
破
産
更
生
債
権
等
（
発
生
か
ら
１
年
以
上
経
過
し
た
医
業
未
収
金
及
び
未
収
金
）
に
つ
い
て
は
、
個
別
に
回
収
可
能
性
を
検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。

３
．
期
首
残
高
に
は
、
独
立
行
政
法
人
化
前
の
平
成
２
２
年
２
月
、
３
月
分
の
診
療
報
酬
請
求
額
の
う
ち
、
資
本
剰
余
金
見
合
い
の
医
業
未
収
金
等
を
含
ん
で
お
り
ま
す
。

破
産
更
生
債
権
等

計

未
収
金

一
般
債
権

0 0
39
,7
88
,1
27

39
,7
88
,1
27

39
,7
88
,1
27

区
　
　
　
分

一
般
債
権

期
首
残
高

当
期
増
減
額

15
8,
48

2,
01

4
15

8,
48

2,
01

4
47
,8
64
,6
10

47
,8
64
,6
10

 7
,2
39
,9
13

 7
,2
39
,9
13

19
9,
10

6,
71

1

摘
　
　
要

期
首
残
高

貸
付
金
等
の
残
高

医
業
未
収
金

破
産
更
生
債
権
等

貸
倒
引
当
金
の
残
高

87
0,
47

4,
04

9
87

0,
47

4,
04

9
5,
77
1,
99
1

5,
77
1,
99
1

39
,7
88
,1
27

39
,7
88
,1
27

91
6,
03

4,
16

7

1,
02
8,
95
6,
06
3

1,
02
8,
95
6,
06
3

53
,6
36
,6
01

53
,6
36
,6
01

32
,5
48
,2
14

32
,5
48
,2
14

1,
11
5,
14
0,
87
8

0 0

期
末
残
高
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６
．
保
証
債
務
の
明
細

（
単
位
：
円
）

保
証
料
収
益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(5
1,
97

9,
00

0)

1
3,
13
1,
54
4,
17
7
－

0
1

52
,9
13
,0
00

1
3,
07
8,
63
1,
17
7

－

（
注
）
１
．
国
立
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
独
立
行
政
法
人
に
関
す
る
法
律
附
則
第
8
条
第
7
項
に
基
づ
き
、
各
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー

　
は
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
以
外
の
国
立
高
度
専
門
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
が
承
継
し
た

　
旧
特
別
会
計
の
財
政
融
資
資
金
か
ら
の
借
入
金
債
務
を
保
証
し
て
お
り
ま
す
。

２
．
（
　
）
は
、
１
年
以
内
保
証
債
務
減
少
予
定
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

７
．
資
本
金
及
び
資
本
剰
余
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

期
末
残
高

摘
　
　
要

資
本
金

政
府
出
資
金

37
,3
29
,9
62
,1
23
注
１

37
,3
29
,9
62
,1
23

資
　
 
本
資
本
剰
余
金

剰
余
金

施
設
費

0
運
営
費
交
付
金

0
補
助
金
等

0
寄
附
金
等

0
目
的
積
立
金

0
損
益
外
除
売
却
差
額
相
当
額

 1
1,
18
2,
23
4
注
３

そ
の
他

86
5,
94

6,
47

8
注
２

85
4
76

4
24

4

旧
特
別
会
計
の
財
政

融
資
資
金
か
ら
の
負

債
に
係
る
保
証
債
務

区
　
　
　
分

期
首
残
高

27
,4
58
,3
63
,4
18

27
,4
58
,3
63
,4
18 0 0 0 0 0

計

当
期
減
少

期
末
残
高

区
　
　
　
　
　
　
　
分

計

期
首
残
高

当
期
増
加

0
当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

0 0 0 0

9,
87
1,
59
8,
70
5

0
11
,1
82
,2
34 0

0 0 0 0 0 0
86

5,
94

6,
47

8

9,
87
1,
59
8,
70
5

0

86
5,
94

6,
47

8
11
,1
82
,2
34

0 0 0

85
4,
76

4,
24

4
損
益
外
減
価
償
却
累
計
額

62
9,
00

9,
01

0
注
３

損
益
外
減
損
損
失
累
計
額

0
注
４

損
益
外
利
息
費
用
累
計
額

0
22

5,
75

5,
23

4
（
注
）

 
１
．
当
期
増
加
額
は
、
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
独
立
行
政
法
人
に
関
す
る
法
律
第
４
条
に
規
定
す
る
追
加
出
資
に
よ
る
も
の
で
す
。

２
．
当
期
増
加
額
は
、
独
立
行
政
法
人
化
前
の
平
成
２
２
年
２
月
、
３
月
分
の
診
療
報
酬
請
求
額
の
う
ち
、
医
業
未
収
金
と
な
っ
た
も
の
で
す
。

３
．
当
期
減
少
額
は
、
固
定
資
産
の
除
却
に
よ
る
も
の
で
す
。

４
．
当
期
増
加
額
は
、
減
損
の
認
識
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
当
期
減
少
額
は
、
固
定
資
産
の
除
却
に
よ
る
も
の
で
す
。

0 0 0 0 0
差
引
計

計

0
 6
31

,1
71

10
,2
77
,4
77 0

86
5,
94

6,
47

8
11

,1
82

,2
34

63
0,
54
4,
93
8

1,
53
5,
92
8

10
,2
77
,4
77

22
5,
12

4,
06

3

14



８
．
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
当
期
振
替
額
等
の
明
細

（
１
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
増
減
の
明
細

（
単
位
：
円
）

0
4,
36
8,
57
2,
50
9

22
6,
76
1,
49
1

0
4,
36
8,
57
2,
50
9

22
6,
76
1,
49
1

（
２
）
運
営
費
交
付
金
債
務
の
当
期
振
替
額
の
明
細

平
成
２
２
年
度
交
付
分

（
単
位
：
円
）

２
．
当
該
業
務
に
関
す
る
損
益
等

　
ア
．
研
究
業
務

2
,
2
7
3
,
6
3
8
,
6
0
0
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
研
究
基
盤
経
費

2
,
2
7
3
,
6
3
8
,
6
0
0
 
円

　
イ
．
臨
床
研
究
業
務

9
7
7
,
6
3
5
,
3
0
5
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
臨
床
研
究
基
盤
経
費

1
8
5
,
7
6
2
,
0
0
0
 
円

精
神
・
神
経
医
療
研
究
開
発
費

7
9
1
,
8
7
3
,
3
0
5
 
円

　
ウ
．
診
療
業
務

9
8
,
3
5
1
,
0
0
0
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
神
経
難
病
患
者
在
宅
医
療
支
援
経
費

1
,
0
0
7
,
0
0
0
 
円

精
神
医
療
経
費

9
7
,
3
4
4
,
0
0
0
 
円

　
エ
．
教
育
研
修
業
務

4
7
3
,
0
5
0
,
0
0
0
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
指
導
医
・
レ
ジ
デ
ン
ト
・
修
練
医
経
費

4
4
7
,
5
6
2
,
0
0
0
 
円

教
育
研
修
経
費

1
4
,
1
9
2
,
0
0
0
 
円

発
達
障
害
研
修
経
費

1
1
2
9
6
0
0
0
円

0 0
4,
59
5,
33
4,
00
0

4,
59
5,
33
4,
00
0

金
　
　
　
額

運
営
費
交
付
金
収
益

4,
30
2,
86
6,
16
9

資
本
剰
余
金

区
　
　
　
分

小
　
　
計

交
付
年
度

期
首
残
高

交
付
金

当
期
交
付
額

当
期
振
替
額

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返

業
務
達
成
基
準
に
よ

る
振
替
額

計

平
成
２
２
年
度

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

運
営
費
交
付
金

（
１
）
損
益
計
算
書
に
計
上
し
た
費
用
の
額
 
：
 
4
,
3
0
2
,
8
6
6
,
1
6
9
円

期
末
残
高

4,
30
2,
86
6,
16
9

4,
30
2,
86
6,
16
9

65
,7
06
,3
40

65
,7
06
,3
40

１
．
業
務
達
成
基
準
を
採
用
し
た
業
務
：
研
究
業
務
、
臨
床
研
究
業
務
、
診
療
業
務
、
教
育
研
修
業
務
、
情
報
発
信
業
務
、
そ
の
他

発
達
障
害
研
修
経
費

1
1
,
2
9
6
,
0
0
0
 
円

　
オ
．
情
報
発
信
業
務

8
1
,
8
2
4
,
0
0
0
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
自
殺
予
防
総
合
対
策
セ
ン
タ
ー
経
費

8
0
,
4
5
0
,
0
0
0
 
円

政
策
提
言
経
費

1
,
3
7
4
,
0
0
0
 
円

　
カ
．
そ
の
他

3
9
8
,
3
6
7
,
2
6
4
 
円

　
　
　
（
内
訳
）
運
営
基
盤
経
費

1
6
9
,
7
8
3
,
0
0
0
 
円

退
職
手
当

2
2
8
,
5
8
4
,
2
6
4
 
円

　
ア
．
研
究
業
務

5
1
,
2
5
5
,
4
0
0
 
円

　
イ
．
臨
床
研
究
業
務

1
4
,
4
5
0
,
9
4
0
 
円

　
ウ
．
診
療
業
務

0
 
円

３
．
運
営
費
交
付
金
収
益
化
額
の
積
算
根
拠

　
　
年
度
計
画
の
予
定
ど
お
り
に
遂
行
し
た
業
務
に
つ
い
て
、
各
業
務
に
充
て
ら
れ
て
る
運
営
費
交
付
金
の
計
画
額
を
収
益
化

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金 計

合
　
　
　
計

費
用
進
行
基
準
に
よ

る
振
替
額

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金 計

運
営
費
交
付
金
収
益

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金

資
本
剰
余
金 計

0

4,
36
8,
57
2,
50
9

　
－
　
（
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

　
－
　
（
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

（
２
）
固
定
資
産
の
取
得
額
 
：
 
6
5
,
7
0
6
,
3
4
0
 
円

0

65
,7
06
,3
40 0

4,
36
8,
57
2,
50
9 0

会
計
基
準
第
8
1
第
3
項
に
よ
る
振
替
額

期
間
進
行
基
準
に
よ

る
振
替
額

0 0 0 0 0 0
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（
３
）
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
の
明
細

（
単
位
：
円
）

　
－
　
（
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

　
－
　
（
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
た
業
務
は
あ
り
ま
せ
ん
）

９
．
運
営
費
交
付
金
以
外
の
国
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

（
１
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

建
設
仮
勘
定

左
の
会
計
処
理
内
訳

そ
の
他

小
計

残
高
の
発
生
理
由
及
び
収
益
化
等
の
計
画

○
　
研
究
開
発
費
、
退
職
手
当
に
つ
い
て
翌
事
業
年
度
に
お
い
て
計
画
ど
お
り
の
成
果
を
達

成
で
き
る
見
込
み
で
あ
り
、
翌
事
業
年
度
に
お
い
て
収
益
化
す
る
予
定
で
あ
る
。

0 0

22
6,
76

1,
49

10
20

5,
27

5,
75

5 0 0 0
21
,4
85
,7
36

○
　
臨
床
研
究
業
務
の
う
ち
、
精
神
・
神
経
医
療
研
究
開
発
費
に
つ
い
て
は
研
究
課
題
の
未

了
に
よ
る
繰
越
を
承
諾
し
た
た
め
運
営
費
交
付
金
債
務
と
し
て
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
た

も
の
。
そ
の
他
に
つ
い
て
は
、
退
職
手
当
額
が
当
該
経
費
に
係
る
交
付
額
を
下
回
っ
た
た

め
、
運
営
費
交
付
金
債
務
残
高
と
し
て
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
た
も
の
。

資
産
見
返

資
本
剰
余
金

収
益
計
上

摘
　
要

区
　
　
　
　
　
分

当
期
交
付
額

交
付
年
度

平
成
２
２
年
度

運
営
費
交
付
金
債
務
残
高

区
　
　
分

業
務
等
区
分

金
　
　
額

業
務
達
成
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分 期
間
進
行
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分 費
用
進
行
基
準
を
採

用
し
た
業
務
に
係
る

分

計

22
6,
76

1,
49

1

－－

研
究
業
務

臨
床
研
究
業
務

診
療
業
務

教
育
研
修
業
務

情
報
発
信
業
務

0
0

73
,6
62
,1
28

0
0

73
,6
62
,1
28

１
０
．
役
員
及
び
職
員
の
給
与
の
明
細

（
単
位
：
円
、
人
）

支
給
人
員

(0
) 0

(0
)

59 (0
)

59
（
注
）
１
．

２
．

３
．
支
給
人
員
は
、
年
間
平
均
支
給
人
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

４
．
非
常
勤
の
役
員
及
び
職
員
は
、
外
数
と
し
て
（
　
　
）
で
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

５
．
中
期
計
画
に
お
い
て
は
、
法
定
福
利
費
等
を
含
め
て
予
算
上
の
人
件
費
と
し
て
お
り
ま
す
が
、
上
記
明
細
に
は
法
定
福
利
費
等
は
含
ま
れ
て
お
り
ま
せ
ん
。

報
酬
又
は
給
与

支
給
額

支
給
人
員

退
職
手
当

支
給
額

(0
) 0

(0
)

(0
)

22
8,
58

4,
26

4

(4
) 3

(3
46

)
62

4
(3
50

)
62

7

(5
,4
00
,0
00
)

52
,9
86
,2
22

(9
08

,3
71

,1
41

)
4,
15
8,
57
7,
01
1

(9
13

,7
71

,1
41

)
4,
21
1,
56
3,
23
3

補
助
金
等

73
,6
62
,1
28

73
,6
62
,1
28

0 0

職
員
に
対
す
る
給
与
等
の
支
給
基
準
は
、
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
非
常
勤
職
員
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン

タ
ー
非
常
勤
医
師
及
び
歯
科
医
師
給
与
規
程
、
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
職
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
基
準
は
、
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
報
酬
規
程
及
び
独
立
行
政
法
人
国
立
精
神
・
神
経
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
役
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

区
　
　
　
分

役
　
　
　
員

職
　
　
　
員

合
　
　
　
計合
　
　
　
　
　
計

補
助
金
等

資
本
剰
余
金

収
益
計
上

心
神
喪
失
者
等
医
療
観
察
法
指
定
入
院
医
療
機
関
運
営
費
負
担
金

22
8,
58

4,
26

4

16



１
１
．
開
示
す
べ
き
セ
グ
メ
ン
ト
情
報

（
単
位
：
円
）

研
究
事
業

臨
床
研
究
事
業

診
療
事
業

教
育
研
修
事
業

情
報
発
信
事
業

計
法
人
共
通

合
計

事
業
費
用

業
務
費

2,
62

2,
89

0,
35

3
1,
12

8,
43

8,
04

2
6,
56

8,
80

6,
00

3
47

6,
11

0,
52

6
12

6,
86

8,
03

3
10

,9
23

,1
12

,9
57

－
10

,9
23

,1
12

,9
57

一
般
管
理
費

－
－

－
－

－
－

76
2,
50

5,
54

8
76

2,
50

5,
54

8
財
務
費
用

－
－

44
,2
25

,4
31

－
－

44
,2
25

,4
31

－
44

,2
25

,4
31

そ
の
他

17
2,
07

5
54

,7
30

69
9,
74

3
0

0
92

6,
54

8
10

,4
10

93
6,
95

8
事
業
費
用
計

2,
62

3,
06

2,
42

8
1,
12

8,
49

2,
77

2
6,
61

3,
73

1,
17

7
47

6,
11

0,
52

6
12

6,
86

8,
03

3
10

,9
68

,2
64

,9
36

76
2,
51

5,
95

8
11

,7
30

,7
80

,8
94

事
業
収
益

研
究
収
益

36
7,
88

5,
92

0
74

6,
20

5,
22

0
－

－
－

1,
11

4,
09

1,
14

0
－

1,
11

4,
09

1,
14

0
医
業
収
益

－
－

6,
01

1,
94

8,
74

1
－

－
6,
01

1,
94

8,
74

1
－

6,
01

1,
94

8,
74

1
研
修
収
益

－
－

－
16

,6
96

,1
00

－
16

,6
96

,1
00

－
16

,6
96

,1
00

教
育
収
益

－
－

－
－

－
－

－
－

運
営
費
交
付
金
収
益

2,
27

3,
63

8,
60

0
97

7,
63

5,
30

5
98

,3
51

,0
00

47
3,
05

0,
00

0
81

,8
24

,0
00

3,
90

4,
49

8,
90

5
39

8,
36

7,
26

4
4,
30

2,
86

6,
16

9
補
助
金
等
収
益

0
0

73
,6
62

,1
28

0
0

73
,6
62

,1
28

0
73

,6
62

,1
28

寄
附
金
収
益

33
,0
03

,1
18

12
,6
23

,2
43

10
0,
00

0
0

0
45

,7
26

,3
61

0
45

,7
26

,3
61

資
産
見
返
負
債
戻
入

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
戻
入

1,
65

0,
90

3
84

2,
53

7
0

0
0

2,
49

3,
44

0
0

2,
49

3,
44

0
資
産
見
返
補
助
金
等
戻
入

0
0

0
0

0
0

0
0

資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

7,
34

8,
46

8
4,
45

7,
74

6
0

0
0

11
,8
06

,2
14

0
11

,8
06

,2
14

施
設
費
収
益

0
0

0
0

0
0

0
0

財
務
収
益

－
－

－
－

－
－

1,
41

3,
69

8
1,
41

3,
69

8
そ
の
他

48
2,
10

9
83

,8
71

22
,6
44

,7
76

25
8,
27

3
33

2,
62

0
23

,8
01

,6
49

10
0,
15

1,
38

9
12

3,
95

3,
03

8
事
業
収
益
計

2,
68

4,
00

9,
11

8
1,
74

1,
84

7,
92

2
6,
20

6,
70

6,
64

5
49

0,
00

4,
37

3
82

,1
56

,6
20

11
,2
04

,7
24

,6
78

49
9,
93

2,
35

1
11

,7
04

,6
57

,0
29

事
業
損
益
（
△
損
失
）

60
,9
46

,6
90

61
3,
35

5,
15

0
 4
07

,0
24

,5
32

13
,8
93

,8
47

 4
4,
71

1,
41

3
23

6,
45

9,
74

2
 2
62

,5
83

,6
07

 2
6,
12

3,
86

5
4,
45

0,
31

4,
61

6
71

2,
48

4,
72

9
31

,1
99

,7
91

,6
12

42
0,
31

7
58

3,
10

0
36

,3
63

,5
94

,3
74

7,
78

8,
42

4,
16

9
44

,1
52

,0
18

,5
43

　
（
主
要
資
産
内
訳
）

流
動
資
産

現
金
及
び
預
金

－
－

－
－

－
－

4,
41

0,
16

9,
04

6
4,
41

0,
16

9,
04

6
医
業
未
収
金

－
－

1,
02

8,
95

6,
06

3
－

－
1,
02

8,
95

6,
06

3
－

1,
02

8,
95

6,
06

3
固
定
資
産

有
形
固
定
資
産

4,
33

2,
73

8,
58

9
68

2,
59

9,
29

6
29

,8
45

,3
42

,6
29

2
58

3,
10

0
34

,8
61

,2
63

,6
16

3,
23

5,
93

9,
29

3
38

,0
97

,2
02

,9
09

　
１
．

２
．
事
業
の
内
容

「
研
究
事
業
」
　
　
 
：
 
精
神
・
神
経
疾
患
等
に
関
す
る
戦
略
的
研
究
・
開
発
を
推
進
す
る
事
業

「
臨
床
研
究
事
業
」
 
：
 
基
礎
研
究
を
臨
床
現
場
に
橋
渡
し
す
る
ト
ラ
ン
ス
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
サ
ー
チ
及
び
治
験
等
の
事
業

「
診
療
事
業
」
 
　
　
：
 
精
神
・
神
経
疾
患
等
の
高
度
先
駆
的
及
び
患
者
等
の
視
点
に
立
っ
た
、
良
質
か
つ
安
全
な
医
療
を
提
供
す
る
た
め
の
事
業

「
教
育
研
修
事
業
」
 
：
 
精
神
・
神
経
疾
患
等
に
対
す
る
研
究
・
医
療
の
専
門
家
（
看
護
師
、
薬
剤
師
等
の
コ
メ
デ
ィ
カ
ル
部
門
も
含
む
。
）
の
育
成
を
積
極
的
に
行
う
事
業

「
情
報
発
信
事
業
」
 
：
 
研
究
成
果
等
や
収
集
し
た
国
内
外
の
最
新
知
見
等
の
情
報
を
迅
速
か
つ
分
か
り
易
く
、
国
民
及
び
医
療
機
関
に
提
供
す
る
事
業

３
．
事
業
費
用
の
う
ち
法
人
共
通
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
不
能
費
用
で
あ
り
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
管
理
部
門
に
係
る
費
用
（
7
6
2
,
5
1
5
,
9
5
8
円
）
で
す
。

４
．
総
資
産
の
う
ち
法
人
共
通
は
、
各
セ
グ
メ
ン
ト
に
配
賦
し
な
か
っ
た
資
産
で
あ
り
、
そ
の
主
な
も
の
は
、
現
金
及
び
預
金
（
4
,
4
1
0
,
1
6
9
,
0
4
6
円
）
で
す
。

５
．
損
益
外
減
価
償
却
相
当
額
等
の
各
セ
グ
メ
ン
ト
の
金
額
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。

（単
位
：円
）

研
究
事
業

臨
床
研
究
事
業

診
療
事
業

教
育
研
修
事
業

情
報
発
信
事
業

計
法
人
共
通

合
計

47
6,
63

6,
41

0
5,
96

4,
46

2
67

,8
23

,6
89

0
19

9,
92

0
55

0,
62

4,
48

1
79

,9
20

,4
57

63
0,
54

4,
93

8
0

0
0

0
0

0
0

0
41

,2
60

,7
64

 4
,0
85

,9
82

2,
90

4,
27

2
47

9,
26

0
1,
61

2,
32

0
42

,1
70

,6
34

 2
,4
28

,5
70

39
,7
42

,0
64

１
２
．
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

セ
グ
メ
ン
ト
の
区
分
に
つ
い
て
は
、
高
度
専
門
医
療
に
関
す
る
研
究
等
を
行
う
独
立
行
政
法
人
に
関
す
る
法
律
に
定
め
ら
れ
て
い
る
業
務
内
容
に
基
づ
き
、
「
研
究
事
業
」
、
「
臨
床
研
究
事
業
」
、
「
診
療
事
業
」
、
「
教
育
研
修
事
業
」
、
「
情
報
発
信

事
業
」
に
区
分
し
て
お
り
ま
す
。

総
資
産

損
益
外
減
価
償
却
相
当
額

引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額

損
益
外
減
損
損
失
相
当
額

17



 

 

 

 

 

 

 

決 算 報 告 書



【独立行政法人国立精神・神経医療研究センター】 （単位：円）

区　　分 予算額 決算額 差額 備考

収入

運営費交付金 4,595,334,000 4,595,334,000 0

施設整備費補助金 1,618,342,000 0  1,618,342,000 進捗の遅れにより工事が未完となったことによる。

業務収入 5,825,489,000 6,064,151,546 238,662,546 医業収入の増加等による。

その他収入 10,673,428,000 11,298,412,844 624,984,844 補助金等収入の増加等による。

計 22,712,593,000 21,957,898,390  754,694,610

支出

業務経費 10,206,829,000 9,564,395,332  642,433,668

研究業務経費 2,479,586,000 2,235,591,503  243,994,497 人件費の削減等による。

臨床研究業務経費 1,390,504,000 997,154,242  393,349,758 経費の削減等による。

診療業務経費 4,863,016,000 5,249,663,389 386,647,389 人件費の増加等による。

教育研修業務経費 473,086,000 435,897,750  37,188,250 人件費の削減等による。

情報発信業務経費 201,002,000 109,744,543  91,257,457 経費の削減等による。

その他の経費 799,635,000 536,343,905  263,291,095 経費の削減等による。

施設整備費 11,576,945,000 7,383,267,968  4,193,677,032 進捗の遅れにより工事が未完となったことによる。

借入金償還 52,888,000 52,913,000 25,000 予算上の償還予定額と決算上の償還実績額が異なったことによる。

支払利息 43,511,000 42,685,719  825,281 予算上の償還予定額と決算上の償還実績額が異なったことによる。

その他支出 154,420,000 504,967,325 350,547,325 無形固定資産取得の増加等による。

計 22,034,593,000 17,548,229,344  4,486,363,656

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

決　算　報　告　書
（平成２２年４月１日～平成２３年３月３１日）

　 （２）損益計算書の一般管理費、その他経常費用は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。

　 （１）損益計算書の補助金等収益、業務収益、寄附金収益、財務収益、その他経常収益は、決算報告書上は「業務収入」に含んでおります。
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20




